
神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

継続

旧№46

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

各種団体への補助金や要項等に基づき交付する補助金等について，徹底して事業の精査を行い，
引き続き整理合理化に努めていく。各種団体への補助金については，前年度比７％減を目標に
し，要項等に基づき交付している補助金については，補助金等審議会より意見のありました「要
項等補助の整理合理化に関する方針」の策定に向け，補助金等審議会及び関係各課と連携しなが
ら進めていきたい。

取組前の状況 取組後に得られる効果

―

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

補助金等審議会(２４年度補助要望）から，１５団体，総額１６,２７８千円
の要望に対し，１５,０７７千円（△１,２０１千円，△７.４％）の答申が
され，その答申額を予算に反映した。また，昨年度に引き続き，要項等に基
づく補助金（要項補助）についても審議行い，Ｈ２３年度は，１６事業につ
いて審議し，それぞれの事業に審議会からの意見が付され，所管課にはその
付された意見に対し改善を図るよう通知した。

100.0%

問題点
課題等

各種団体の補助金については，補助金等審議会の指摘事項に対し，改善され
ていない点が多く，既得権化されている部分が見られるため団体自身の意識
改革が必要である。また，要項補助については，長年にわたり，要項制定当
初の内容のままに交付され続けている補助金があり，所管課においては，時
代の変化に合った要項等の改正が必要であるとともに，補助金の目的と効果
を見極め，継続・廃止を的確に判断していく必要がある。

項目名 補助金等の整理合理化
変更後の実施目標

概　要

補助金等交付団体の自立促進と併せ，交付期間終期の設
定並びに補助金を経常化しないよう指導・監督を強化し
整理統合化を図る。また，要項等に基づく補助金等の審
議を継続し，適正な交付に努める。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

― ― ― ―

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　①　経常経費の削減等

番　号 38 担当課 財政課 推進 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■

Ｃ　評価できない

■■

Ｄ　どちらとも言えない

■■■

問題点
課題等

各種団体の補助金については，補助金等審議会の指摘事項に対し，
改善されていない点が多く，既得権化されている部分が見られるた
め団体自身の意識改革が必要である。
また，要項補助については，長年にわたり，要項制定当初の内容の
ままに交付され続けている補助金が大部分を占めている状況にあ
り，時代の変化に合った要項等の改正が必要である。

・今の時代に合わせた
早めの対応が必要。

Ｈ23
年度
の

目標

各種団体への補助金や要項等に基づき交付する補助金等について，徹底して事業の精
査を行い，引き続き整理合理化に努めていく。なお，要項等に基づき交付している補
助金については，対象としている６９事業の審議がＨ２３年度をもって終了するが，
今後も，取組状況を継続して報告させ，次年度以降の具体的な取組みについては，補
助金等審議会と協議しながら進めていく。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

Ｈ２２補助金等審議会(２３年度補助要望）において，１９団体，
総額１７,７４２千円の要望に対し，１６,６６１千円（△１,０８
１千円，△６.０９％）の答申をした。また，昨年度に引き続き，
要項等に基づくため審議会を経ることなく交付されている補助金
（要項補助）についても審議行い，Ｈ２２年度は，１９事業につい
て審議し，要項の内容や補助額に対する指摘をはじめ，終期の設定
や事業そのものを見直すべきなどの意見を付して，所管課へ通知し
た。

100.0%
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

継続

旧№41

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

プラン
変 更

・競争入札の透明性・公平性・競争性を図るた
め継続実施する。

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

・建設コンサルタント業務が増加している中，業務のより円滑な執行を図るため，建設コンサル
タント業務の発注に係る規則等を作成する。
・価格と品質で総合的に優れた調達を行うため，総合評価制度の試行導入を検討する。

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

・建設工事の一般競争入札の拡大を図るため，平成２３年９月１日から現行
設計金額１,０００万円以上を設計金額５００万円以上に引き下げを行っ
た。
・ダンピング対策強化のため，低入札価格調査制度の失格基準を引き上げる
改正を行った。
・３００万円以上の業務委託及び８０万円以上の物品購入の一般競争入札を
本格実施した。
・測量，建築関係建設コンサルタント業務委託等に係る一般競争入札につい
ては，最低制限価格制度を試行導入した。

100.0%

問題点
課題等

項目名 競争入札の見直し
変更後の実施目標

概　要

一般競争入札を推進し，透明性・公平性・競争性を高め
るとともに，品質・安全性の確保に努める。設計金額
１０,０００千円以上の設計業務については，引き続き条
件付一般競争入札を実施するとともに，設計金額３,００
０千円以上の委託業務及び８００千円以上の物品購入に
ついても，条件付一般競争入札の本格実施に向け推進し
ていく。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

70.0% 100.0%

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　①　経常経費の削減等

番　号 39 担当課 契約管財課 実施 

実施 継続実施 検討 

実施 継続実施 検討 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■

Ｃ　評価できない

■■

Ｄ　どちらとも言えない

■

H22 H23 H24 H25 H26

問題点
課題等

今後，一般競争入札の拡大に伴い，指名競争入札が減ってくる状況
になり，地場育成の観点から，一般競争入札の事業内容によって
は，入札参加資格要件を地元企業優先として入札を行っていく必要
がある。 ・制限額が500万円以上

というのも緩い金額で
ある。
・一般競争入札を推進
し，透明，公平，競争
性を高めると言ってい
るが，地場育成の観点
から地元企業優先とす
ると競争性も低下し，
強いては談合体質を生
む結果になっていくの
で十分注意が必要。ま
たコンサル業務は成績
評定表を導入すべきで
ある。

プラン
変 更

当初，入札制度改正をＨ２２年度中の
実施を目標と考えていたが検討に時間
を要してしまい実現できなかったた
め，Ｈ２３年度に実施予定。

プラン変更後の実施年度

Ｈ23
年度
の

目標

神栖市職員の入札・契約に係る不正行為防止対策検討委員会の提言を受けて入札制度
の改正を行う。実施時期は，平成２３年９月１日とする。
（改正内容）建設工事の一般競争入札の拡大を図るため，現行設計金額１,０００万円
以上を設計金額　５００万円以上に引き下げる。また，ダンピング対策強化のため，
低入札価格調査制度の失格基準を改正し，引き上げる。業務委託及び物品購入の一般
競争入札を本格実施する。測量，建築関係建設コンサルタント業務委託等に係る一般
競争入札については，最低制限価格制度を試行導入する。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

・Ｈ２２年５月以降，設計金額が１,０００万円以上の設計業務委
託について条件付一般競争入札を導入した。
・神栖市職員の入札・契約に係る不正行為防止対策検討委員会の提
言を受けて，入札制度の改正を検討した。
(主な提言)建設工事においては，一般競争入札を段階的に拡大して
いくこと。また，ダンピング対策を強化すること。業務委託及び物
品購入については，一般競争入札を本格的に実施すること。

100.0%

実施 検討 
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

市有地全体の中で，どの土地が販売条件がよいか把握で
きていなかった。

H23年度に公有財産管理図面・台帳を作成し，道路に面している売れ易
い市有地の把握ができた。H24年度から，入札で応札が無かった土地に
ついては，民間業者を活用して，広く周知ができ販売促進が図れる。

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

Ｈ２３年度に道路に面した市有地を台帳化してあるため，民間業者を活用した市有地処分制度
（媒介制度）を創設し，より販売を推進する。

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

市有地売却　雑種地　6筆　1,518㎡　    16,447,750円
　　　　 　山　 林　1筆　　258㎡　　　 　479,880円
　　　　　 宅　 地　1筆　　448.54㎡　　3,907,000円
　　　　　 その 他　2筆  　119.03㎡　　  303,000円
        　　 合計　10筆　2,343.57㎡　 21,137,630円
草刈等管理委託　6件　3,088,887円（32,751㎡）
不動産鑑定　　　91件　 883,050円

100.0%

問題点
課題等

2,000㎡

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

7.0% 39.0%

概　要

現在市内に散在している用途の特定していない市有の普
通財産１,５７８,５９８㎡（鹿島開発用地除く）につい
て，市民及び企業等への販売や賃貸借等を推進し，土地
の有効活用と管理経費の削減を図る。

1,000㎡
販売目標
1,500㎡ 1,500㎡ 2,000㎡

2,000㎡ 3,000㎡ 3,000㎡
項目名 普通財産の有効活用 新規

変更後の実施目標

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　①　経常経費の削減等

番　号 40 担当課 契約管財課
販売目標
面積
1,000㎡ 2,000㎡

推進 協議・ 検討 

推進 協議・ 検討 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■

Ｃ　評価できない

Ｄ　どちらとも言えない

■■■

H22 H23 H24 H25 H26

1,500㎡ 2,000㎡ 2,000㎡

Ｈ23
年度
の

目標

年度前半に入札販売を実施し，応札がなかった土地は，その後，随意契約で希望者に
販売を推進する。

■■■■■■■

問題点
課題等

希望者の購入時期と市の入札時期が合わず，市有地購入を断念した
人もいた。

・所有面積の割合には
売却効率が悪い，今後
十分検討実施された
い。

プラン
変 更

Ｈ２２年度は販売を２回実施し，販売
推進を図ったが２区画だけの販売にと
どまったため，Ｈ２３～Ｈ２６年度の
目標を現状に合った数値に修正する。

プラン変更後の実施年度

1,000㎡
販売目標
1,500㎡

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

市有地売却　　 雑種地 147㎡：　154,000円
　　　　　　　 雑 種地387㎡：5,667,000円
　　　　　　　 宅地 239.8㎡：5,100,100円
　　　　　　　　　計773.8㎡：10,921,100円

草刈り等管理委託　　 　10件　1,929,670円
不動産鑑定　 　　　　 　3件　　194,250円

77.0%

推進 協議・ 検討 
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

Ｈ２３年度の稼働率(稼働時間で算出)は３０％と低いことから今後も修繕費等や車検満了日を考
慮しながら台数の削減を図る。

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

使用頻度が高く，勤務時間外や休日の使用も多い教育総務課に共用車１台の
所管換えを行った。

Ｈ２４年４月１日現在の管理課で管理している車両　８台
　※５台が購入後１０年以上経過（うち３台は走行距離１５万㎞超）

100.0%

問題点
課題等

概　要
波崎総合支所の組織の見直しにより，所管する公用車の
稼働率が低い（Ｈ２１：５４％）ことから，台数を調整
し管理経費の削減を図る。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

20.0% 40.0%

7台 6台 5台
項目名 公用車台数の削減 新規

変更後の実施目標

番　号 41 担当課 管理課
公用車台数

 10台→9
台 8台

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　①　経常経費の削減等

実施 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■■

Ｃ　評価できない

■■■

Ｄ　どちらとも言えない

問題点
課題等

・全庁的に検討すべき
である。
・乗車人数／1台あたり
の検討を要す。
・目的にあった車を最
小限，最小維持費にな
るよう抜本的見直しが
必要である。レンタ
カー等の検討。
・稼働率については，1
台あたりの稼働時間で
計算。

Ｈ23
年度
の

目標

Ｈ２３年度に入りすぐ車検満了となる車両について廃車の検討をしていたが，震災対
応のため公用車の使用が多いことから継続して使用することとし，今後は震災の対応
状況，公用車の使用状況，修繕等の状況を考慮したうえで公用車の削減を図りたい。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

稼働率の低い（Ｈ２１年度５４％）中で，長寿介護課(波崎包括支
援センター)から申し出があり，狭い路地等が多い波崎地区では使
い勝手の良い軽自動車１台を所管換えした。
低年式（購入後１０年以上），多走行距離（１０万ｋｍ以上）で老
朽化している車両から廃車する予定であるが，車検満了日の関係や
現車両の中で大きな修繕等も無かったことから継続して使用するこ
ととした。

100.0%
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

申請受付最終年になるので，窓口での案内，広報紙の掲載回数を増やすなど受付終了の周知を図
る。

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

住宅資金利子補給金交付の廃止に向け，広報紙・ホームページ，窓口や電話
等での問い合わせにおいて申請受付終了の周知に努めた。（広報紙に2回掲
載）

100.0%

問題点
課題等

交付対象者の申請忘れがないよう受付期間中は，広報紙・ホームページ等で
申請受付終了の周知徹底を図る。

概　要

近隣市と比較しても住宅着工件数が多く，事業目的であ
る定住促進が図られていることから，経費削減の面から
も，利子補給金交付の廃止（H24年末をもって申請受付を
終了）に向け事業見直しを行う。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

80.0% 90.0%

支払対象
（H21～24
申請分）
1,188件

支払対象
（H22～24
申請分）
900件

支払対象
（H23～24
申請分）
600件項目名 住宅資金利子補給金交付の廃止 新規

変更後の実施目標

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　①　経常経費の削減等

番　号 42 担当課 開発指導課

支払対象
（H19～22
申請分）
1,127件

支払対象
（H20～23
申請分）
1,166件

要項改正 実施・経過措置 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■

Ｃ　評価できない

■

Ｄ　どちらとも言えない

■
問題点
課題等

交付対象者の申請忘れがないよう受付期間中は，広報紙・ホーム
ページ等で申請受付終了の周知徹底を図る。

Ｈ23
年度
の

目標

継続して申請受付終了について，広報紙・ホームページ等で周知を図る。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

住宅資金利子補給金交付の廃止に向け，Ｈ２４年１２月２８日を失
効日とする要項改正を行った。窓口や電話等での問い合わせにおい
ても申請受付終了の周知に努めた。

100.0%
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

継続

旧№54

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

Ｈ２３年度に引き続きヒアリングの実施により現状を把握し，適切な見直しをしていく。

取組前の状況 取組後に得られる効果

―

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

◎市の改正方針
・自主財源の確保と受益者負担の原則の両側面から，市民に不公平感を与え
ることのないよう，現状の定期的把握と受益者の負担割合を考慮し，原価分
（かかる経費）となるよう，定期的（３年程度）に見直しを進める。
・使用料・手数料の適正化に係る現況調査結果より，「要検討」「要改定」
の回答５３件について，その後の取り組み状況等を追跡調査。
・Ｈ２３年度の改定事項　公共下水道使用料（Ｈ２３.６月）
　　　　　　　　　　 通園バス保護者負担金（Ｈ２３.４月）
・税以外の手数料，延滞金の徴収について総合的な整理をし，市の債権につ
いて管理の適正化を図った。(督促手数料及び延滞金徴収条例改正Ｈ２４.３
月）

100.0%

問題点
課題等

・保育所の子ども園への移行（Ｈ２５）に伴う保育所保育料の改定
・日川浜海水浴場整備終了（Ｈ２６）に伴う市営駐車場使用料（日川浜，
豊ヶ浜）の料金統一

項目名 使用料・手数料等の適正化
変更後の実施目標

概　要

見直しの基本的な考え方を示し，現状把握と，行政と受
益者の負担割合について各担当課から意見聴取を定期的
に行うとともに，市民生活への影響を勘案しながら料金
等の見直しを進める。また，財源確保の観点から，滞納
分の徴収強化により，縮減を図っていく。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

― ― ― ―

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　②　歳入の確保

番　号 43 担当課 財政課 推進 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■■

Ｃ　評価できない

■

Ｄ　どちらとも言えない

問題点
課題等

・長年据え置いている，学校給食費父兄等負担金（現況；給食食材
費の１/２負担，Ｓ５９年から据え置き）及び保育所保育料（現
況：Ｈ１５年より，国徴収基準の５０％徴収）の早期見直し検討。
・市営駐車場使用料（日川浜，豊ヶ浜）について，利用料金統一の
検討。
・震災に伴う使用料等の減免措置状況と見直し検討時期について

Ｈ23
年度
の

目標

Ｈ２２年度に引き続きヒアリングの実施による現状の把握と，適切に見直しをしてい
く。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

◎市の改正方針
・自主財源の確保と受益者負担の原則の両側面から，市民に不公平
感を与えることのないよう，現状の定期的把握と受益者の負担割合
を考慮し，原価分（かかる経費）となるよう，定期的（３年程度）
に見直しを進める。
・Ｈ２１年度に，１９年度に引き続き使用料・手数料の適正化に係
る現況調査の結果，「要検討」又は「要改定」回答５３件につい
て，ヒアリングを実施（H２２.８.５）
・Ｈ２２年度での改定事項…公共下水道使用料（Ｈ２３年６月より
施行）
・財源確保の観点から，滞納分の徴収強化による未収金の縮減100.0%
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

Ｈ24
年度
の

目標

制度改正により料金改定が見込まれることから，情報を収集しながら料金改正に向かって準備を
進める。

取組前の状況 取組後に得られる効果

プラン
変 更

制度改正により料金改定が見込まれることから
平成25年度以降に延長する。

プラン変更後の実施年度

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

保育料徴収基準額の適正化を図るため，Ｈ２４年度に料金改定案を実施に向
け検討していたが，東日本大震災の影響（保育料免除）及び見送った「総合
こども園」の施行に伴う保育料の改定が見込まれたことから料金改定を見
送った。

50.0%

問題点
課題等

概　要

近隣市町とバランスを図り，年齢ごとの保育単価の相違
を踏まえ公平性のある保育料とするため，子ども手当て
の支給事業やＨ２２年度から実施されている当市施策の
第３子以降就学前保育料無料事業などとの整合性を勘案
しながら，保育料徴収基準額の適正化を図る。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

50.0% 60.0%

児童年齢区
分の細分
化，基準額
の見直し項目名 保育料徴収基準額の適正化

継続
旧№43

変更後の実施目標

番　号 44 担当課 こども課

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　②　歳入の確保

検討 見直し実施 

検討 見直し実施 

検討 見直し実施 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■■

Ｃ　評価できない

Ｄ　どちらとも言えない

■
問題点
課題等

Ｈ23
年度
の

目標

細分化した保育料徴収基準額を検討し，見直し制度の制定を目指す。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

・保育料徴収基準額の見直しを検討するため，近隣市町の保育料金
の情報収集を行った。
・児童年齢ごとの保育単価の相違や近隣市町の徴収基準額の動向を
踏まえ，細分化した料金設定案を検討した。

100.0%
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

料金見直し前（Ｈ２１年度）の下水道使用料
　基本料金10㎥　　　　　840円
　　従　　11㎥　 　　　  94.50円
　　量　　21㎥～50㎥　　105円
　　料　　51㎥～100㎥　 115.50円
　　金　　101㎥～　　　 126円

料金見直し後（Ｈ２３年度）の下水道使用料
　基本料金10㎥　　　　　1,050円
　　従　　11㎥～20㎥　　  115.50円
　　量　　21㎥～50㎥　　 　126円
　　料　　51㎥～100㎥　   136.50円
　　金　　101㎥～　　　   147円

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況
Ｈ２３年度６月使用より２０㎥当たり２３.５%の料金改定を行った。

100.0%

問題点
課題等

概　要
Ｈ８年４月改定以来据え置かれている下水道使用料を改
定し，一般会計からの繰入金を削減し，健全化経営を図
る。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

100.0% ― ― ― ―

項目名 下水道料金適正化の検討 新規
変更後の実施目標

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　②　歳入の確保

番　号 45 担当課 下水道課 検討 施行 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■

Ｃ　評価できない

■

Ｄ　どちらとも言えない

■
問題点
課題等

１４年間使用料が改定されなかったことや，施設の老朽化により維
持管理費が増加しているため一般会計の負担になっている。急激な
負担増を考慮し，今後は４年に１度程度の見直しが必要である。 ・平成８年４月から改

定されていないことは
大変遅すぎだと思う。
・４年に１度の見直し
を必ず継続して行って
いただきたい。

Ｈ23
年度
の

目標

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

・８月２４日に第１回下水道料金適正化検討委員会を開催し，設置
要項に基づき委員１２名に委嘱をした。委員会は，計４回開催し，
関係資料等を十分検討し，慎重に審議を重ねた。
・１月２０日，下水道使用料の改定について市長に答申した。
・Ｈ２３年第１回定例会に下水道条例の一部改正を提出し議決され
た。

100.0%
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

21年度の状況
　
使用料の見直し前
○日川浜
　普通　4,866台×200円
　二輪　0台×50円
　中型　3台×1,030円
　大型　4台×1,540円　　日川浜合計＝982,450円
　
○豊ヶ浜
　普通　10,625台×500円
　二輪　77台×200円
　中型　3台×1,000円
　大型　8台×1,500円　　豊ヶ浜合計＝5,342,900円

（日川浜駐車場使用料を豊ヶ浜駐車場使用料と同額とした場合）

○日川浜
　普通　4,886台×500円
　二輪　0台×200円
　中型　3台×1,000円
　大型　4台×1,500円　　　　日川浜合計＝2,452,000円

○豊ヶ浜
　普通　10,625台×500円
　二輪　77台×200円
　中型　3台×1,000円
　大型　8台×1,500円　　　　豊ヶ浜合計＝5,342,900円

取組後7,794,900円－取組前6,325,350円＝1,469,550円の増収

プラン
変 更

日川浜海岸整備事業の完成に併せて実施する予
定であり，実施計画により整備事業が先送りと
なったため，当プランについてもＨ２６年度末
料金改定，Ｈ２７年度実施に変更する。

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

諸調査を継続実施しながら，収支バランス及び市外海水浴場駐車場料金の状況を考慮した適正な
料金設定を引き続き検討する。

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

・管理経費と利用料収入との比較調査
・市外海水浴場駐車場の利用料状況調査
・適正な利用料金設定の検討

100.0%

問題点
課題等

・津波及び放射能風評被害等の影響による駐車場利用料の減少
・豊ヶ浜駐車場の飛砂対策経費の抑制

市営駐車場使用料の見直し 新規
変更後の実施目標

概　要

日川浜と豊ヶ浜の駐車料金が異なるため，管理経費と利
用料収入とのバランスを考慮した料金の見直しを行い，
設置及び管理に関する条例を一本化し，料金を統一す
る。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

10.0% 20.0%

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　②　歳入の確保

番　号 46 担当課 商工観光課

項目名

見直し 検討 推進 
【現状】  

日川浜：大型乗合1,540円 乗合1,030円 普通200円  二輪

車50円 

検討 見直し 推進 

検討 見直し 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■

Ｃ　評価できない

■■■

Ｄ　どちらとも言えない

H22 H23 H24 H25 H26

Ｈ23
年度
の

目標

駐車場の料金を統一するため，駐車場の管理経費と利用料収入の数年分の実績や，市
外海水浴場駐車場の状況等を調査しながら料金設定の検討をする。

問題点
課題等

・市外の海水浴場有料駐車場の中で，委託先の観光協会等で料金を
設定しているケースなどを参考にする。
・日川浜駐車場と豊ヶ浜駐車場の料金に大きな差があり，駐車場管
理費に見合った料金がどの程度なのか検討が必要。
・海水浴場の入り込み客数の減少に伴い，駐車場の利用料収入も減
少傾向にある。

・収支のバランス，近
隣市とのバランスをと
りながら見直しをする
必要あり。
・日川浜の海岸環境整
備事業の完了した時点
ではなく早急に料金の
統一は行なうべき。プラン

変 更

日川浜海岸整備事業の完成に併せて実
施する予定であったが，震災により整
備事業が先送りとなったため，当プラ
ンについてもＨ２５年度末料金改定，
Ｈ２６年度実施に変更する。

プラン変更後の実施年度

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

管理経費と利用料収入を考慮して駐車場の料金を統一するため，駐
車場の管理経費と利用料収入の数年分の実績や，市外海水浴場駐車
場の状況等を把握した。

100.0%

検討 見直し 推進 
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神栖市改革推進プラン（平成22年度～平成26年度）取組状況≪H24年度検証用≫

H22 H23 H24 H25 H26

継続

旧№57

H22 H23 H24 H25 H26

H22 H23 H24 H25 H26

●　Ｈ２３年度の取組状況

H22 H23 H24 H25 H26

● プランに取組むことによって得られる効果など

プラン
変 更

プラン変更後の実施年度

Ｈ24
年度
の

目標

通園バス運行について，公平なサービスが提供できるよう慎重に検討していく。

取組前の状況 取組後に得られる効果

Ｈ23
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

４月より，利用者負担金として月額２,０００円の徴収を開始。私立幼稚園
（平泉幼稚園）についても，利用者負担金２,０００円の有料化を実施し，
有料化分について，バス運行費補助金を減額して交付することとした。

100.0%

問題点
課題等

すべての園において公平なサービスとなるよう，通園バスの運行について，
更に検討が必要である。

概　要
波崎地域の幼稚園には園児の送迎バスがないため，神栖
地域の幼稚園バスを有料化することで，地域による不公
平感を和らげる。

各年度末におけるプラン全体に対する達成率(進捗率)

80.0% 100.0%

項目名 幼稚園バスの有料化
変更後の実施目標

推進項目
　３　健全財政の継続 プラン作成当初の実施目標

　　②　歳入の確保

番　号 47 担当課 学務課
検討・ 

決定 
実施 
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●　Ｈ２２年度の取組状況

Ａ　十分評価できる

■■■

Ｂ　まあまあ評価できる

■■■■■■■■

Ｃ　評価できない

■■

Ｄ　どちらとも言えない

問題点
課題等

送迎バスの運行については旧神栖地区３園のみであるため，公平な
サービスとなるようさらに検討が必要である。またバスの老朽化に
より，通園バスの廃止も検討課題となっている。 ・市の都合で廃止検討

するのではなく，市民
の利便，環境等も踏ま
えて検討すること。
・交通安全等の面から
考えても，運行費用を
徴収し全園児バス通園
が望ましいと思う。
・可能な限り早く統一
すべきである。

Ｈ23
年度
の

目標

・４月から利用者一部負担として月額２,０００円の徴収を開始する。
・私立幼稚園バス運行補助金について，利用者負担分１人当たり月額２,０００円相当
の補助金を減額する。

行財政改革推進委員会か
らの評価及び指摘事項

Ｈ22
年度
の

状況

単年度
達成率

取組内容
及び

進捗状況

保護者へのアンケート調査の結果，有料化になっても少額の負担で
あればバスを利用するとの回答が多かった。現行のバス運行費は，
１人当たり月額６,０００円程度となっているが，検討の結果，Ｈ
２３年度から月額２,０００円を徴収することとなった。
私立幼稚園（平泉幼稚園）についても，Ｈ２３年度より私立幼稚園
バス運行費補助金について，公立幼稚園バス負担金と同額の１人当
たり２,０００円を減額することとなったため，有料化を実施。

100.0%

100


